
⑤建設労働者技能実習コース

中小建設事業主が雇用する建設労働者に有給で技能実習をさせた場合、経費または賃金の一部を助成

●中小建設事業主以外の建設事業主が、女性建設労働者に受講させた場合は、支給対象経費の 3/5を助成（賃
金助成及び賃金向上助成・資格等手当助成は対象となりません）

※１ 正規雇用労働者等へ訓練を実施した場合の助成率。
※２ 非正規雇用を維持した場合の助成率。
※３ 正社員化した場合の助成率。
※４ 国内の大学院を利用した場合に助成。
※５ 有給休暇の場合のみ助成。
※６ 訓練修了後に行う訓練受講者に係る賃金改定前後の賃金を比較して５％以上上昇している場合、又は、

資格等手当の支払を就業規則等に規定した上で、訓練修了後に訓練受講者に対して当該手当を支払い、
かつ、当該手当の支払い前後の賃金を比較して３％以上上昇している場合に、助成率等を加算。

※７ 令和８年度末までの時限措置。
※８ 助成対象労働者が建設キャリアアップシステム技能者情報登録者である場合

助成
項目

雇用保険被保険者数 助成率・助成額
賃金向上助成

資格等手当助成※６

経費

助成

20人以下の事業主 支給対象費用の３／４

支給対象費用の 3/20
21人以上の事業主
（35歳未満の対象者）

支給対象費用の７／１０

21人以上の事業主
（35歳以上の対象者）

支給対象費用の９／２０

賃金
助成

20人以下の事業主
通学制で1日3時間以上受講した日
１人1日あたり 8,550円（9,405円※8）

2,000円/日

21人以上の事業主
通学制で1日3時間以上受講した日
１人あたり日額 7,600円（8,360円※8）

1,750円/日

S t e p１

計 画 提 出

(沖縄助成金センターへ）

S t e p２

訓 練 実 施

S t e p３

支 給 申 請

(沖縄助成金センターへ）

●職業訓練実施計画届などを作成する。

●訓練開始日の６か月前から１か月前までに、必要書類を提出する。

※計画の内容に変更がある場合は変更届の提出が必要です。

●職業訓練実施計画届に基づき訓練を実施する。

※訓練に係る費用は支給申請までに支払い終えている必要があります。

●訓練終了日の翌日から２か月以内に、必要書類を提出する。

手続きの流れ

助成額・助成率
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SmileSmile

沖縄労働局雇用環境・均等室 (TEL:098-868-4403)



※今年度より事業主単位での申請上限が600万円までとなりました。

・中小企業・小規模事業者（※）であること（大企業と密接な関係を有する企業（みなし大企業）

でないこと）

・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内であること

・解雇、賃金の引き下げなどの不交付事由がないこと

（※）中小企業の範囲については、P２０「中小企業の範囲」を参照ください。

以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立て、

（工場や事務所などの労働者がいる）事業場ごとに申請できます。

業務改善助成金は、事業場内最低賃金（事業場内で最も低い賃金）を30円以上引上げ、

生産性向上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助

成する制度です。

業 務 改 善 助 成 金

対象事業主

対象となる設備投資など

詳細な情報は右から
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